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出典：国土交通省「建設投資見通し」・「建設業許可業者数調査」、総務省「労働力調査」
注１ 投資額については令和２年度（2020年度）まで実績、令和３年度（2021年度）・令和４年度（2022年度）は見込み、令和５年度（2023年度）は見通し
注２ 許可業者数は各年度末（翌年３月末）の値
注３ 就業者数は年平均。平成23年（2011年）は、被災３県（岩手県・宮城県・福島県）を補完推計した値について平成22年国勢調査結果を基準とする推計人口で遡及推計した値

○ 建設投資額はピーク時の平成４年度：約84兆円から平成22年度：約42兆円まで落ち込んだが、
その後、増加に転じ、令和５年度は約70兆円となる見通し（ピーク時から約16％減）。

○ 建設業者数（令和４年度末）は約47万業者で、ピーク時（平成11年度末）から約21％減。
○ 建設業就業者数（令和５年平均）は483万人で、ピーク時（平成９年平均）から約30％減。
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政府投資額（兆円）

民間投資額（兆円）

就業者数（万人）

許可業者数（千業者）

就業者数
ピーク時比
▲29.5%

483万人
（令和５年平均）

475千業者
（令和４年度末）

許可業者数
ピーク時比
▲21.0%

70.3兆円
（令和５年度見通し）

建設投資
ピーク時比
▲16.2％

（兆円） （千業者、万人）

就業者数のピーク
685万人（H9年平均）

許可業者数のピーク
601千業者（H11年度末）

建設投資のピーク
84兆円（H4年度）

就業者数：619万人
許可業者数：531千業者
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はじめに ～建設業投資額の現状～
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我が国の人口推移の将来予測

15歳未満 15～64歳 65～74歳 75歳以上 75歳以上割合

資料）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（2017年推計）」の
出生中位（死亡中位）推計より、国土交通省作成

https://www.mlit.go.jp/hakusyo/mlit/r01/hakusho/r02/html/n1211000.html

はじめに
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○ 建設業就業者は、55歳以上が36.6％、29歳以下が11.6%と高齢化が進行し、次世代への技術承継が大きな課題。
※実数ベースでは、建設業就業者数のうち令和４年と比較して、55歳以上が5万人増加（29歳以下は増減なし）。
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出典：総務省「労働力調査」を基に国土交通省で算出 6

はじめに

全就業者に占める５５歳以上、２９歳以下の割合



出所：総務省「労働力調査」（令和４年平均）をもとに国土交通省で推計

○ 60歳以上の技能者は全体の約４分の１を占めており、10年後にはその大半が引退することが見込まれる。
○ これからの建設業を支える29歳以下の割合は全体の約12％程度。若年入職者の確保・育成が喫緊の課題。

担い手の処遇改善、働き方改革、生産性向上 を一体として進めることが必要

近畿地方整備局

年齢階層別建設技能者数

はじめに
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○ 建設業は、製造業と比較して屋外での作業かつ一品生産であり、建設現場の生産性
向上は難しい業態。

近畿地方整備局
はじめに（生産性向上の難しい建設業）
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ICT化の難しい業態
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製造業
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使用統計（国民経済計算（内閣府）、労働力調査（総務省）、及び毎月勤労統計（厚労省））

※国土交通本省 第9回インフラ分野のDX推進本部会議（R6.4.5）資料より



・ 一人一人の生産性を向上させ、企業の経営環境を改善

・ 建設現場に携わる人の賃金の水準の向上

・ 死亡事故ゼロを目指し、安全性を飛躍的に向上

・ 一人一人の生産性を向上させ、企業の経営環境を改善

・ 建設現場に携わる人の賃金の水準の向上

・ 死亡事故ゼロを目指し、安全性を飛躍的に向上

i-Constructionの目指すもの

近畿地方整備局

魅力ある建設業

はじめに
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i-Constructionの推進
～ICTの全面的な活用～
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11

近畿地方整備局
i-Constructionとは（ i-Constructionの取り組み）

・ 一人一人の生産性を向上させ、企業の経営環境を改善

・ 建設現場に携わる人の賃金の水準の向上

・ 死亡事故ゼロを目指し、安全性を飛躍的に向上

・ 一人一人の生産性を向上させ、企業の経営環境を改善

・ 建設現場に携わる人の賃金の水準の向上

・ 死亡事故ゼロを目指し、安全性を飛躍的に向上

全体最適の導入

• 寸法等の規格の標準化
された部材の拡大

施工時期の平準化

•２ヶ年国債の適正な設定等
により、年間を通じた工事件
数の平準化

プロセス全体の最適化へプロセス全体の最適化へ

プロセス全体の最適化

ＩＣＴの全面的な活用

• 調査・設計から施工・検査、さらに
は維持管理・更新までの全てのプ
ロセスにおいてICT技術を導入

従来 ： 施工段階の一部
今後 ： 調査・設計から施工・検査、さらには維持管理・更新まで

i-Constructionの目指すもの

受発注者間の
コミュニケーションに
よる施工の円滑化

近畿地整独自 Plus1

魅力ある建設業



ＩＣＴの全面的な活用

測量・設計から施工・検査、さらには維持管理・
更新までの全てのプロセスにおいてICT技術を
導入

全体最適の導入
寸法等の規格が標準化された部材の拡大

i-Constructionとは

12



i-Constructionとは

受発注者間のコミュニケーションに
よる施工の円滑化

＜受注者との情報共有、協議等の迅速化＞

○ ワンデーレスポンスの徹底
・H21年度より全ての工事で実施

○ 工事施工調整会議（三者会議）の開催
・H21年度より原則１億円以上の工事で実施

○ 設計変更審査会の開催
・H22年度から全ての工事で実施

○ ＡＳＰの導入活用

＋

＜全ての受注者が取り組める現場での生産性の向上策＞

協議の遅れが進捗・円滑化の妨げに
↓

受発注者が常々コミュニケーション出来れば、協議も進む
↓

打合せを定例的に開催

○ 工事進捗定例会議の開催（原則週１回）

さらなる取組さらなる取組

施工時期の平準化
2カ年国債の適正な設定等により、年間を
通じた工事件数の平準化

予算が単年度制度のため、年度末に工期末が集中し繁忙期
となる一方、年度明けは閑散期となり、技能者の遊休（約
50～60万人※）が発生

※おしなべて技能者が作業不能日数（土日・祝日、雨天等）以
外を働く（約17日／各月）として、工事費当たりの人工（人・
日）の標準的なものから推計

（件数）
現在の工事件数（直轄工事）

＜現在＞
繁忙期と閑散期の幅は約2
倍

平準化

平準化による効果

＜労働者の処遇改善＞
・年間を通じて収入が安定
・繁忙期が平準化されるので、休暇が取得しやすくなる

＜企業の経営環境改善＞
・ピークに合わせた機械保有が不要になり、維持コストが軽減

現状現状
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i-Constructionとは（ＩＣＴ施工へ）

14

近畿地方整備局

ICT施工
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UAV写真測量レースキャナを活用した
３D現況測量

発注図書（図面）から
３D設計データを作成する

３次元

起工測量

３次元

設計データ作成

ICT建設機械による施工

３次元

出来形管理等の

施工管理

３次元

データの納品と検査

3Dマシンコントロール
3Dマシンガイダンス
を利用した施工

UAV写真測量レーザスキャナを活用した
出来形管理計測

作成、利用した３Dデータの納品

・要求精度の規定
・点密度の規定
・計測プロセスの規定
・精度確認手法の規定

・新たな出来形管理基準
・新たな出来形管理資料

ポイント

ポイント

・新たな納品形式
・書面確認事項
・実地検査の手法

ポイント

ICT施工（土工）の流れ

16
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ＩＣＴ土工の流れ（起工測量・出来形測量）

UAV
レーザースキャナ

基準点座標データ

空中写真

工事基準点及び評定点
データ

撮影計画
評定点設置

写真測量ソフトウェア

・３次元座標点群算出

計測点群データ

点群処理ソフトウェア

・点群データの合成、編集

（出来形）評価用データ

（出来形）計測データ等（ＴＩＮファイル）

３次元設計データ

３次元設計データ作成
ソフトウェア

出来形帳票作成ソフトウェア

出来高算出ソフトウェア

出来形管理資料(設計と出来形の差)

電子成果品

作業の流れ

近畿地方整備局

サーフェスモデル（TIN データ）
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ＩＣＴ土工の流れ（3次元設計データ作成）

 発注図を元に３次元設計データを作成

平面線形
（平面図）

縦断線形
（縦断図）

横断形状
（横断図）

 中心線形・横断形状からなる
スケルトンデータ

 施工幅に合わせて横断を補完して
（2～5m毎など）ＴＩＮデータ化

近畿地方整備局
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ＩＣＴ土工の流れ（3次元設計データ作成）

設計・地形データの結合

点群データに写真の色を
持たせた地形データ

設計データ

３次元設計データ作成ソフトウェアで、3D形状データ（設計データ）とUAV測量データ（地形データ）
を重ね合わせ、3Dモデルとして完成させる。

→用地境界の確認、設計照査等に活用

近畿地方整備局
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ICT建設機械による施工（ブルドーザ）

MG（マシンガイダンス）ブルドーザ
TS（トータルステーション）やGNSS（全球測位衛星システム）を用いて、機械・排土板の位
置・標高を取得し、設計値との差をオペレータのモニター上に提供し、それを元にオペレータ
が操作を行うもの。

MC（マシンコントロール）ブルドーザ
TSやGNSSを用いて、機械・排土板の位置・標高を取得し、設計との差分を算出して

機械が排土板を自動制御するもの。

※主な導入効果

丁張りが不要なため、

現場内を自由に走行できるため、

施工時の制約が無くなり、

効率化に繋がる。

20
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※主な導入効果

・ 法勾配の丁張の削減

・ 切り出し位置の確認が容易

・ 品質の向上

※主な導入効果
・目視出来ない作業（浚渫など）でも

バケット位置を正確に把握できる。

・未熟なオペレータでも

無駄な余堀を少なくすることが可能。

河川堤防の盛土工事

浚渫工事

丁張り、補助作業の削減

車載ﾓﾆﾀｰで
掘削位置を指示

GPSｱﾝﾃﾅ

ﾊﾞｹｯﾄ位置

ICT建設機械による施工（バックホウ）

MG（マシンガイダンス）バックホウ
TSやGNSSを用いて、機械あるいは作業装置の位置・高さをリアルタイムに計測し、

設計値との差をオペレータのモニター上に提供し、それを元にオペレータが操作を行うもの。

21
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ICT建設機械による施工（バックホウ）

MC（マシンコントロール）バックホウ
TSやGNSSを用いて、機械あるいは作業装置の位置・高さをリアルタイムに計測し、

入力された設計データを基に機械操作をセミオートでコントロールできる。

例）
施工目標面に沿うようにバケットが半自動制御されるので、掘りすぎることがない掘削が可能

22
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管理ﾌﾞﾛｯｸ
1辺0.25m又は0.50m

GNSS受信機又は
自動追尾TS用ミラー

盛土地盤面

※主な導入効果

・現場密度計測不要

・点管理から面管理の

品質管理が可能

・パソコンで帳票作成
締固め回数分布図 走行軌跡図

受信ｱﾝﾃﾅ ＭＧｼｽﾃﾑ

ＴＳ

モニター表示

ICT建設機械による施工（コンバインド式ロードローラー）

TSやGNSSなどの位置計測を用いて、締固め機械の走行軌跡をリアルタイムに計測し、

あらかじめ入力した施工基面内の各メッシュ上の走行回数を運転席モニターへ表示して、

締固め回数を管理できる。

23
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バケットの位置・標高をリアルタイムに取得し、施工用データ（設
計データ）との差分に基づき、

・制御データを作成しバケットを自動制御する
⇒３次元マシンコントロール（ＭＣ）

・差分情報をオペレータに提供し、施工機械の操作をサポート
⇒３次元マシンガイダンス（ＭＧ）

ＩＣＴ土工の流れ（ＩＣＴ建設機械による施工）
近畿地方整備局

○自動追尾型TSの測位機能を活用し
た､マシンガイダンス技術

○通常の建設機械の作業装置に、プリ
ズムを装着して、作業装置の位置をリ
アルタイムに計測・設計との差分を表
示する。

○小型建機にも装着可能

出展 (株)カナモト「Ｅ三・Ｓ」 出展 コマツ･LANDLOG
「SC レトロフィット」

バックホウへの装着事例

○自動追尾型TSの測位機能を活用した､
マシンコントロール技術

○小型バックホウの整地用排土板にプリズ
ムを装着して､排土板の位置をリアルタイ
ムに計測､設計に合わせ制御する。

出展 (株)日立建機「PATブレードMC」

○RTK-GNSS測位技術を活用した､マシ
ンガイダンス技術

○通常の建設機械（バックホウ）にGNSS
アンテナ及び各種センサーを装着して、
の位置をリアルタイムに計測・設計との
差分を表示する。

○小型建機にも装着可能

情報配信企業

※中小規模工事へのICT施工の普及が期待される小型の建設機械
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UAVの写真測量等で得られる３次元点群データからなる面的な竣工形状で評価

既存の出来形管理基準では、代表管理断面において高さ、幅、長さを測定し評価従来

＜例：道路土工（盛土工）＞
測定基準：測定・評価は施工延長40m毎
規格値 ：基準高(H)：±50mm

法長 (ℓ)：-100mm
幅 (w)：-100mm

従来と同等の出来形品質を確保できる面的な測定基準・規格値を設定

＜例：道路土工（盛土工）＞
測定基準：測定密度は1点/m2以上、評価は平均値と全測点
規格値 ：設計面との標高較差（設計面との離れ）

平場 平均値：±50mm 全測点：±150mm
法面 平均値：±80mm 全測点：±190mm

点群ﾃﾞｰﾀ

1m2に１点以上

H

平場

法面

法面

小段

※法面には小段含む

ICT活用工事

ＩＣＴ土工の流れ（出来形管理）

土工部

その他
ＩＣＴ土工に関連工種として実施する付帯構造物、法面工（吹付工、法枠工）にＴＳ
等で得られる３次元計測データを用いた出来形管理手法が適用できる。
※）代表管理断面における高さ、幅、長さを測定し評価

３次元計測により計測された点群の標高データを使って、効率的な面的施工管理を実施
⇒従来施工と同等以上の出来形品質を確保できる面的な管理基準・規格値の設定。

近畿地方整備局
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ＩＣＴ土工の流れ（出来形管理）

出来高、出来形

処理前計測点群

クリーニング済み計測点群 → TINに変換

設計と計測面の差異の算出

帳票化

近畿地方整備局

点群データ取得からデータ処理の流れ（概要）

出来形の管理項目の計算結果（標高較差の平均値等）及び、出来形評価
用データと３次元設計データを比較し、規格値以内かどうか自動判定
・標高差／規格値(%)を着色したヒートマップとして表現
・規格値±80％、±50％を表現し、バラツキの評価に利用

帳票（出来形合否判定総括表）の自動生成
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監督・検査要領（土工編）
（案）等の導入により、
検査にかかる日数が
約１／５に短縮

検査日数が大幅に短縮
人力で計測

ＧＮＳＳローバーまたはＴＳで計測

10断面 ／ 2ｋｍ

２枚程度 ／ １現場

検査書類が大幅に削減

受注者
（設計と完成形の比較図表）

工事書類
(計測結果を手入力で作成)

任意の数箇所のみ ／ １現場

監督・検査要領（土工編）
（案）等の導入により、
検査書類が２／５０に削減

50枚 ／ 2ｋｍ

３次元モデルによる検査

（2kmの工事の場合 10日→２日へ）

ヒートマップを見て、
標高の高い部分、低い
部分を計測

ＩＣＴ土工の流れ（検査）

ＩＣＴ機器を活用し、３次元モデルを用いた検査に対応するように要領・基準を改定。
⇒受発注者双方にとって、検査の大幅な省力化を図る。

近畿地方整備局
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土木工事におけるＩＣＴ施工の実施状況

28

○ 直轄工事のICT施工の実施率は年々増加しており、2022年度は公告件数の87%で実施。
○ 都道府県・政令市におけるICT土工の公告件数・実施件数ともに増加。

※国土交通本省 第17回ICT導入協議会（R5.9.14）資料より

単位：件

※「実施件数」は、契約済工事におけるICTの取組予定（協議中）を含む件数を集計。
※複数工種を含む工事が存在するため、合計欄には重複を除いた工事件数を記載。
※営繕工事を除く。

＜国土交通省の実施状況＞

＜都道府県・政令市の実施状況＞ 単位：件



ICT活用工事の実施状況

29※国土交通本省 第17回ICT導入協議会（R5.9.14）資料より

※ 活用効果は施工者へのアンケート調査結果(令和4年度)の平均値として算出。
※ 従来の労務は施工者の想定値
※ 各作業が平行で行われる場合があるため、工事期間の削減率とは異なる。

○ ＩＣＴ施工の対象となる起工測量から電子納品までの延べ作業時間について、土工、舗装工及び浚渫工（河川）
では約３割、浚渫工（港湾）では約１割の縮減効果がみられた。

約33% 縮減

約35% 縮減

約34% 縮減

※ICT浚渫工(港湾)はＲ３年度の値であり令和4年度は集計中

約16% 縮減
平均施工数量：48,667㎥



令和６年度令和５年度令和４年度令和３年度令和２年度
令和元年

度
平成３０年

度
平成２９年

度
平成２８年

度

○国交省では、ＩＣＴの活用のための基準類を拡充、令和３年度から構造物工へのICT活用を推進
〇令和6年度から既成杭工（鋼管ソイルセメント杭工）の適用を開始
○小規模工事への更なる適用拡大を推進、令和６年度から付帯道路施設工、電線共同溝工に適用

ICT土工

ICT舗装工（平成29年度：アスファルト舗装、平成30年度：コンクリート舗装）

ICT浚渫工（河川）

ICT地盤改良工（令和元年度：浅層・中層混合処理、令和２年度：深層混合処理）

ICT浚渫工（港湾）

ICT法面工（令和元年度：吹付工、令和２年度：吹付法枠工）

ICT付帯構造物設置工

ICT舗装工（修繕工）

ICT基礎工・ブロック据付工（港湾）

ICT海上地盤改良工（床掘工・置換工）

民間等の要望も踏まえ更なる工種拡大

小規模工事へ拡大
（小規模土工）

・基礎工（ 既成杭工）拡大
（鋼管ソイルセメント杭）

・付帯道路施設工等
・電線共同溝工

ICT構造物工
（橋脚・橋台）

（基礎工（既製杭工））

（橋梁上部）
（基礎工（場所打杭工））
（基礎工（矢板工））

ＩＣＴ擁壁工

i-Construction工種の拡大

30
※国土交通本省 第18回ICT導入協議会（R6.3.14）資料より



• ICT施工の中小企業等への普及拡大に向け、
従来の建設機械に後付けで装着する機器 を含
め、必要な機能等を有する建設機械を認定し、
その活用を支援

近畿地方整備局
ICT建設機械認定制度
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近畿地方整備局



i-Constructionとインフラ分野のDXの関係

33

近畿地方整備局



インフラ分野のDX（デジタル技術の活用について）

デジタルトランスフォーメーション(DX)
企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用して、顧客や社会のニーズを
基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業
文化・風土を変革し、競争上の優位性を確立すること。

出典：デジタルトランスフォーメーションを推進するためのガイドライン（DX 推進ガイドライン）Ver. 1.0 平成30年12月 経済産業省

デジタル化は手段であり目的ではない

34

多種多様な情報を収集・取得し、情報機器を活用して、
掛け合わせる（統合する）ことにより、伝えたい内容をわかりやすく表現する。

近畿地方整備局

アナログ ⇒ 連続的なデータを扱う
デジタル ⇒ 段階的なデータを扱う



近畿地方整備局
インフラ分野のDX（デジタル・トランスフォーメーション）
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近畿地方整備局



行政手続きなどサービスの変革

現場の安全性や効率性を向上

仕事のプロセスや働き方を改革

DXを支える環境の実現

・行政手続き等の迅速化
・暮らしにおけるサービス向上
・暮らしの安全を高めるサービス

・安全で快適な労働環境の実現
・AI等の活用による効率化
・デジタルによる技能取得効率化

・調査業務の変革
・監督業務の変革
・点検・監理業務の変革

・デジタルデータを用いた
課題の解決

・3次元データ活用環境の整備

R2年12月 近畿インフラDX推進本部を設置
R3年 4月 近畿インフラDX推進センターを設置

具体的なアクション ○近畿地方整備局における推進体制

近畿インフラＤＸ推進本部

※本部長：局長

B
I
M
/
C
I
M
推
進
部
会

I
C
T
・
無
人
化
施
工
推
進
部
会

人
材
育
成
支
援
部
会

監
督
検
査
の
I
C
T
活
用
推
進
部
会

道
路
部
会

河
川
部
会

港
湾
部
会

防
災
部
会

インフラＤＸ推進幹事会

プ
レ
キ
ャ
ス
ト
化
推
進
検
討
会

連携
インフラDX推進連絡会議

連携

近畿地方整備局

37

産学官による
インフラDXの普及促進

近畿地方整備局が取り組むインフラ分野のDX



建設機械オペレーションルームインフラDX研修ルームWeb会議ルーム

高性能PC・BIM/CIMソフ
トウェアを活用したデジ
タル研修

北近畿豊岡自動車道の
橋梁のBIM/CIMモデル
をバーチャル空間で体
験

建設機械シミュレータ、
マルチモニタを活用した
実習

小規模土工のICT施工
実習・無人化施工の実
習

音響設備、高速通信
環境整備による情報
交換の高度化・効率
化

ICT活用研修

コース：入門、初級、中級
対象：整備局職員、自治体職員、施工者
日程：１～２日

① ３次元設計データの作成
② ３次元出来型の確認
③ ICT建設機械実習

学生、一般、外国人研修生向けのインフラDXの体験
 遠隔、AI、VRなどのDX
 民間の新技術、NETIS技術を動画により紹介

国・地方公共団体、施工者向けに研修を実施
 BIM/CIMソフトを用いた3次元設計から施工管理
 無人化、自動化施工体験と実務研修
 3次元データに関する資格取得の支援

ホームページ、ＳＮＳ等で情報発信
 企業が取り組む新技術情報
 i-Con、BIM/CIMなどの取り組み
 i-Con大賞など地域建設業の取り組み

体
験

育
成

広
報

BIM/CIM研修・BIM/CIM施工研修

対象：整備局職員、自治体職員、施工者
日程：１日or３日

① 3D-CADを活用した発注図書の作成
② BIM/CIM成果品の受領及び検査演習
③ BIM/CIMモデルの利活用演習

360度プロジェクター設置
による来庁者への広報
新技術紹介コーナー設置

無人化施工研修

コース：入門、初級
対象：施工者
日程：１日

① 遠隔操作実習
② 無人化施工実習

近畿インフラDX推進センター（人材育成支援）
近畿地方整備局
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○近畿インフラDX推進センター（枚方市）で、令和３年度よりDX研修を開始
○令和５年度の研修結果 【研修日程】1０種７７日程 【受講者総数】605名
○令和６年度の研修予定 【研修日程】1０種６８日程 【受講予定数】740名

令和４年度から管内研修開始
■コース:Web座学1日+対面演習2日
■対 象:整備局、自治体職員
■研修日数:３日

■コース:入門、初級、中級
■対 象:整備局、自治体職員、

民間の建設技術者
■研修日数:１日、２日

■コース:入門、初級
■対 象:民間の建設技術者
■研修日数:１日、２日（初級編のみ）

BIM/CIM研修 ICT活用研修 無人化施工研修（発注者向け）
（施工者向け） BIM/CIM施工研修

令和４年度から研修開始
■対 象:整備局、自治体職員、

民間の建設技術者、
コンサル

■研修日数:２日
（施工者向け、

初級編のみ）

初級編 ３D-CADソフトの基本操作

BIM/CIM活用事例の紹介

室内でモニターを見ながら遠隔操作

目の前で建機を見ながら遠隔操作TSによる３次元データの活用

ICT建機（MCバックホウ）の操作

BIM/CIM施工データの作成実習

BIM/CIM設計データを施工
へ受け渡し

官民の人材育成支援（DX研修） 近畿地方整備局
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近畿地方整備局

40

■近畿インフラDX推進センター

■近畿インフラDX通信

■技術事務所HPやSNSによる広報

■民間公募技術の収集・情報発信
～近畿インフラＤＸ推進センターで放映、Youtubeで公開～

○募集対象
・新技術情報提供システム（ＮＥＴＩＳ）に登録されている新技術
・官民研究開発投資拡大プログラム（ＰＲＩＳＭ）に選定された技術
○応募期間
・随時受付

○建設関係者、学生、一般者向けに施設内を見学し最新技術の見学や体験、
ができ、インフラDXの情報を発信〔見学には事前予約が必要〕

○インフラDXの取組事例や近畿インフラDX推進センターでの研修情報を
発信

【近畿技術事務所HP、Twitter:インフラDX推進】
○近畿インフラDXセンターでの研修や見学情報、DX通信の配信など、
整備局でのDXに関する取組をまとめて確認が可能な総合サイト

■地域建設会社へのDX講演
○各県建設業協会と協力し、インフラDXの取り組み紹介を実施
○i-construction推進連絡調整会議の市町村と共同で講習会を実施

○インフラ分野のDXを推進するため、「近畿インフラDX推進センター」、「近畿インフラDX通信」、「HPや
SNSによる広報」など様々なツールにより情報発信を実施。

近畿インフラDX推進サイト
https://www.kkr.mlit.go.jp/kingi/infradx-center/dx/index.html

■見学状況写真
WEB会議ルーム

建機オペレーションルーム

研修ルーム① 研修ルーム②

令和５年４月から延べ来
場者数

５９組 ８２７名
ふれあい土木展来場者数
(DXセンター入館者数)

３１１名

計 １１３８名

■Ｒ５見学者数

見学申込URL：https://www.kkr.mlit.go.jp/kingi/infradx-center/application/index.html

近畿インフラDX推進センター （情報発信）

ホームページアクセス数 約３０，０００
（令和5年11月末時点）

ツイッターアクセス数 約２１，０００
（令和５年11月末時点）

４７技術の動画公開
（令和６年５月時点）



近畿地方インフラＤＸ大賞 （令和５年度の概要）

表彰式の開催

日時： 令和６年１月１１日（木）

場所： 近畿地方整備局 ２階 健康管理室

(１) 地方公共団体等における工事・業務または、地方公共団体の取組においてインフラ分野のＤＸにかかる優れた取組を
表彰する制度として、令和３年度に「近畿地方i-Construction大賞」として創設。
令和４年１０月に本省の改称に合わせ「近畿地方インフラＤＸ大賞」と改称。

(２) 府県から工事・業務１３件と地方公共団体の取組５件の応募があり、選考委員会（10/31）にて表彰案件の選考を実施。
【工事・業務：特別優秀賞１件、優秀賞１件、優良賞５件】【地方公共団体等の取組：特別優秀賞２件、優秀賞１件】

(３) 工事・業務の特別優秀賞１件及び優秀賞１件、地方公共団体等の取組の特別優秀賞２件（※の４件）を、本省が実施す
るインフラＤＸ大賞に推薦。

(４) 表彰式は、令和６年１月１１日（木）に実施。

【工事・業務を受注した企業】
受賞種別 受賞者 件名 推薦団体

 特別優秀 株式会社大翔 令和４年度　第30-2号愛東外地区補助急傾斜地崩壊対策工事 滋賀県

優秀 株式会社　小森組 令和3年度　道改交金第139号-3　長井古座線道路改良工事 和歌山県

優良 株式会社吉工 令和４年度　第E606-1号　国道365号補助道路整備工事 滋賀県

優良 株式会社大翔 令和2年度　第X511-７号　国道306号補助道路修繕工事（工区６） 滋賀県

優良 株式会社萬栄建設 早稲田急傾斜地崩壊対策（防災安全）工事 京都府

優良 大立工業株式会社 国道312号防災・安全交付金工事 京都府

優良
大林・佐藤・日本国土
特定建設工事共同企業体

川上ダム本体建設工事 水資源機構

【地方公共団体】
受賞種別 受賞者

特別優秀 和束町

 特別優秀 滋賀県

優秀 八尾市 水質監視及び小水力発電システムによる遠隔臨場

DXによる職員の業務効率化、技術伝承、意識改革

橋梁掛け替え事業の全プロセスにおけるDX技術の試行
（町職員と地元施工者の育成に向けたチャレンジ）

件名

※

※

※

※

上記１０件のうち、４件（※印参照）を本省インフラＤＸ大賞に推薦し、
工事・業務部門からは株式会社小森組、地方公共団体等の取組部門からは和束町が
本省インフラＤＸ大賞を受賞

【受賞者代表挨拶 ㈱小森組】【受賞者代表挨拶 ㈱大翔】

【受賞者代表挨拶 滋賀県】【受賞者代表挨拶 和束町】

【選考委員長講評】【局長挨拶】
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インフラＤＸコンペ発表会
日時:令和５年11月１日(水) 14:00～16:30
場所:インテックス大阪 6号館 Ｃゾーン 小ホール
内容:・インフラDXコンペ 9技術

・特別講演
「国土交通省が推進するインフラ分野のDXの取り組み」
本省 大臣官房 参事官（イノベーション）グループ

矢野 企画専門官

小島企画部⾧ 挨拶

コンペ発表会の様子

会場の様子

立命官大 建山教授 講評
本省 矢野企画専門官

特別講演

• インフラ分野のDX に資する先進的な技術を公募し、応募があった９技術について「建設技術展２０２３近畿」でプレゼンを実施。
• 約１３０人の参加があり、立命館大学の建山先生、大阪工業大学の井上学⾧を含む６名による審査の結果、優秀技術２技術、

審査委員特別賞２技術を選定。

表彰の様子

◆発表技術一覧◆（赤:優秀技術賞、 青:審査委員特別賞 ）

技術の名称発表者
発
表
順

遠隔操作システムを用いた重機オペレータのテレワークシステム
（副題）

K-DIVE遠隔操作システムと稼働データを用いた現場改善
ソリューション

鹿島建設
(株)①

上部工ワンマン測量システム
（副題）
オートレポ

(株)ソーキ②

コンクリート中鉄筋の腐食状態を非破壊で測定する『Dr.CORR』
（副題）

鉄筋と測定機を接続せずに構造物中の鉄筋の
インピーダンスが測定可能

飛島建設
(株)③

スマートスタビライザシステム（路上路盤再生工）
（副題）

情報通信技術（ICT）を活用した高効率・高精度な施工管理

ニチレキ
(株)④

AIを活用した樋門遠隔監視システム
（副題）

AI人物検知による樋門監視制御時の安全性向上
富士通(株)⑤

地中連続壁のリアルタイム施工管理システム
（副題）

掘削形状を即座に３次元で可視化

清水建設
(株)⑥

画像によるコンクリートスランプ管理システム
（副題）

生コン車のコンクリート荷卸し画像からAI によりコンクリートの
スランプを全量監視

(株)大林組⑦

シングルビーム式測深ボートと
高精度ドローンによる河川計測技術
（副題）

3Dデータの一元化と精度向上

(株)アース・
アナライ

ザー
⑧

レーザートラッカーによるAs舗装の3次元出来形計測技術
（副題）

As舗装の出来形管理の効率化

奥村組土
木興業(株)⑨
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インフラＤＸ認定 概要

インフラDXの取組を
継続的に実施

1. 過去３年で３件のＩＣＴ活
用工事の実績がある。(注①②)

2. 今後の人材育成の計画が具
体的である。 (注③)

3. インフラＤＸ推進の取組の
計画が具体的である。

○認定制度の目的

・業界のＤＸを活用した様々な技術による新３Ｋの取り組みの促進
・地元建設会社におけるデジタル技術活用の人材育成とインフラＤＸ等の普及促進

○申請条件と認定方法

申請建設会社の条件

○認定の有効期間とインセンティブ
・インフラDX認定の有効期間は３ヶ年とする。更新申請が認められればさらに３年間有効とする。
・更新申請を申し込まなかった場合、もしくは、更新が認められなかった場合は、その有効期間をもって失効する。
・認定された建設会社は、総合評価落札方式の入札時に「企業の施工能力（表彰枠）」の項目で加点対象となる。

1. 建設会社のＩＣＴ活用工事の実施状況（過去３ヶ年分）
2. 上記①の工事を担当した技術者数
3. 人材育成（ＩＣＴ関連研修）の取組状況
4. ＩＣＴ機器の保有状況
5. 施工実績（過去３ヶ年から３工事を抽出し、具体的な

工事内容を記述）
6. インフラＤＸ取組推進計画

・人材育成計画
・インフラＤＸ取組計画

取組推進書の提出

申請書類

応
募

審
査

認
定

審議
R6.3.8

認定
R6.3.12

近
畿
地
方
整
備
イ
ン
フ
ラ
Ｄ
Ｘ

認

定

委

員

会

認
定
書
の
交
付

※

近
畿
地
方
整
備
局
Ｈ
Ｐ
で
の
建
設
会
社
名
公
表

注① 工事の実績は、直轄及び地方自治体が発注する工事とする。
注② ＩＣＴ活用工事の５つの施工プロセス（測量、設計データ作成、施工、施工管理、納品）のす

べてのプロセスを実施していること。
注③ 社員に対してＩＣＴやBIM/CIMに関する研修の計画が数値目標として示されていること。

○申請条件の確認
・認定された会社は、申請書類に記載した条件に対してその履行が認められなかった場合は、認可を取り消される

場合がある。

募集期間：R5.11.27～12.18 新規応募件数49社

インフラＤＸ認定委員会
立命館大学 建山先生
土木学会関西支部 八木先生
企画部長

98社
認定

（継続50社）
（新規48社）

43



近畿地方整備局

ご清聴ありがとうございました
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